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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記

載書面）への記載を省略しております。

その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第31期（2023年10月１日から2024年９月30日まで）

株式会社アルファクス･フード･システム
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個別注記表

 ①　関連会社株式 移動平均法による原価法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。

個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

(3) 固定資産の減価償却方法

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法を

採用しております。

・市場販売目的のソフトウエア 見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以

内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を当期償却額としております。

・特許権 償却期間８年の定額法を採用しております。

③　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

④　長期前払費用 定額法

－ 1 －
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個別注記表

(4) 繰延資産の処理方法

①　株式交付費 支出時に全額費用として処理しております。

②　社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却して

おります。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上することとしております。

②　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務見込額（自己都合退職による要支給額

より年金資産額を控除した額）を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

①ソフトウエア及び関連機器等の販売

　主に当社が開発した飲食店向けソフトウエア及びシステム関連機器、その他機器の販売で

あります。ソフトウエア及び関連機器等を引渡し顧客に検収された時点において履行義務が

充足されるため、顧客が検収した時点において収益を認識しております。

②利用料等の月額サービス

　主に飲食店向けに当社が開発したアプリケーションソフトをASP方式によりサービス提供

しております。契約期間を履行義務の充足期間として、履行義務を充足するにつれて一定の

期間にわたり均等に収益を認識しております。

－ 2 －
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(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建 物 147,672千円

土 地 47,020

計 194,692

② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 100,000千円

計 100,000

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 548,499千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,979,100株 －株 －株 3,979,100株

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 50,364株 －株 －株 50,364株

３．会計方針の変更に関する注記

　該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

　該当事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記

６．損益計算書に関する注記

　該当事項はありません。

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

(4) 当事業年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

　　該当事項はありません。

－ 3 －
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退職給付引当金の期首残高 28,130千円

退職給付費用 1,464

退職給付の支払額 －

制度への拠出額 △15,173

退職給付引当金の期末残高 14,421

積立型制度の退職給付債務 150,859千円

年金資産 △138,369

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 12,490

退職給付引当金 12,490千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 12,490

簡便法で計算した退職給付費用 1,464千円

要拠出額 6,807千円

株式給付規程に基づく期末勤続ポイント 2,291千円

８．退職給付に関する注記

（退職給付制度）

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付制度として、確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度並び

に確定拠出企業年金制度を併用しております。

　なお、当社が有する確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給

付引当金及び退職給付費用を計算しております。

(2) 簡便法を適用した確定給付制度

①簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

②退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

③退職給付費用

(3) 確定拠出制度

（株式給付制度）

(1) 採用している退職給付制度の概要

従業員の福利厚生サービスの一環として「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しておりま

す。

(2) 退職給付費用に関する事項

－ 4 －
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繰延税金資産

税務上の繰越欠損金（注） 423,818千円

貸倒引当金 58,048

退職給付引当金 4,392

減損損失 4,550

棚卸資産評価損 32,194

関係会社株式評価損 6,092

その他 20,364

繰延税金資産　小計 549,460

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △423,818

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △112,995

評価性引当額　小計 △536,814

繰延税金資産　合計 12,646

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △139千円

固定資産圧縮積立金 △12,196

資産除去債務 △311

繰延税金負債　合計 △12,646

繰延税金資産の純額 －

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内

税務上の繰越欠
損金（※）

－千円 －千円 －千円

評価性引当額 － － －

繰延税金資産 － － －

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

－千円 － 423,818千円 423,818千円

－     － △423,818 △423,818

　　　　 －     －     －      －

９．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

－ 5 －
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個別注記表

10．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、一時的な余資は安全性の高い預金で運用しており、資金調達については銀行借

入及び社債発行によって行っております。デリバティブ取引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を適宜把握する体制としています。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。また、営

業債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社では管理部門において、適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手元資金を十分に確保する方法により対応しておりま

す。

　短期借入金は、主に運転資金に関わる資金調達であります。

　社債及び長期借入金は、主にソフトウエア開発に必要な資金の調達を目的としたもので

あります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

（イ）信用リスクの管理

　当社は、営業債権については、債権債務管理規程に従い、管理部門において取引先ごと

に残高及び期日の管理を行うとともに、各事業部において必要に応じて各取引先の状況の

モニタリングを行い、回収懸念の早期把握や貸倒リスクの軽減を図っております。

（ロ）資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社では、管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。

－ 6 －
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貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　短期貸付金 16,200千円

貸倒引当金（※２） △16,200

－ － －

(2)　未収入金 46,050

貸倒引当金（※２） △45,900

150 － －

(3)　長期未収入金 122,883

貸倒引当金（※２） △122,883

－ － －

資産計 150 － －

(1)　社債（※３） 55,500 44,712 △10,787

(2)　長期借入金（※４） 732,485 761,283 28,798

負債計 787,985 805,996 18,011

区分 当事業年度（千円）

関係会社株式                       0

出資金 10

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 196,680 － － －

売掛金 126,122 － － －

短期貸付金 － － － －

未収入金 1,500 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2024年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

(※)１. なお、重要性が乏しいと認められるものは含めておらず、また、現金は注記を省略

しております。預金及び売掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

ることから、記載を省略しております。

また、買掛金、短期借入金、未払金及び未払費用については、短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２. 短期貸付金、未収入金及び長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除し

ております。

３. １年内償還予定の社債を含んでおります。

４. １年内返済予定の長期借入金を含んでおります。なお、国債の利率がマイナスの場

合、割引率をゼロとして時価を算定しております。

５．市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(※)出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第31号　2019年７月４日）第27項に基づき、時価の開示の対象とはしておりませ

ん。

(注)１．金銭債権の決算日後の償還予定額

－ 7 －
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１ 年 以 内
（ 千 円 ）

１ 年 超
２ 年 以 内
（ 千 円 ）

２ 年 超
３ 年 以 内
（ 千 円 ）

３ 年 超
４ 年 以 内
（ 千 円 ）

４ 年 超
５ 年 以 内
（ 千 円 ）

５ 年 超
（ 千 円 ）

社債 31,500 24,000 － － － －

長期借入金 108,012 84,962 59,537 29,112 29,112 421,750

合計 139,512 108,962 59,537 29,112 29,112 421,750

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 44,712 － 44,712

長期借入金 － 761,283 － 761,283

負債計 － 805,996 － 805,996

(※)短期貸付金（16,200千円）未収入金（44,550千円）長期未収入金(122,883千円）は、

償還予定額が見込めないため記載しておりません。

(注)２．社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

　 該当事項ありません。

② 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

社債及び長期借入金

　元利金の合計額と償還期限までの残存期間及び当社の信用リスクを加味した利率に

よる割引現在価値法により時価を算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。
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関連会社に対する投資等の金額 0 千円

持分法を適用した場合の投資の金額 - 千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額 - 千円

種類
会社等の
名称又は
氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事
者との
関係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
主要株主

田村隆盛
(被所有)
直接 32.77
間接  1.14

当社代表
取締役

債務被保
証（注）

104,350 － －

11．持分法損益等に関する注記

12．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)金融機関からの一部借入金に対して、債務保証を受けております。なお、保証料の支

払は行っておりません。

－ 9 －
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報告セグメント

ＡＳＰ

サービス事業

ソフトウエアの販売 119,331

ＡＳＰ初期導入サービス 23,910

利用料等の月額サービス 701,189

飲食店向けシステム関連機器の販売 490,262

その他の機器の直接販売 270,087

その他 54,896

顧客との契約から生じる収益 1,659,676

その他の収益（注） －

外部顧客への売上高 1,659,676

(1) １株当たり純資産額 18円92銭

(2) １株当たり当期純利益 16円11銭

13．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、サプライ品、機器修理費用を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、「２．重要

な会計方針に係る事項に関する注記　(6) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高

　該当事項はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社においては、当初に予想される顧客との契約期間が１年を超える重要な取引がない

ため、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。

14．１株当たり情報に関する注記

－ 10 －
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15．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

16．その他の注記

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記)

　当社は、従業員の福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との

連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上

への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以

下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(1) 取引の概要

本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が株式の受給権

を取得した場合に当社株式を給付する仕組みです。

当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時等に累積したポ

イントに相当する当社株式を給付します。退職者等に対し給付する株式については、あら

かじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理することに

なっております。

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対

応報告第30号　2015年３月26日)を適用しておりますが、従来採用していた方法により会

計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

①信託における帳簿価額は前事業年度141,230千円、当事業年度146,160千円であります。

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しておりません。

②期末株式数は、前事業年度は194,900株、当事業年度は193,400株であり、期中平均株式

数は、前事業年度195,278株、当事業年度は187,293株であります。期末株式数及び期中

平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。

－ 11 －


